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２Ｅ０１ 

企業文化とプロダクト・イノベーション 

： 企業向け設問票調査に基づく定量分析 1 

 
○羽田尚子（中央大学・NISTEP）2，小野有人（中央大学） 

 
1. はじめに 

企業文化(corporate culture)とは，企業のメンバーが共有する「物事の考え方や行動様式」（伊藤ほ

か 2019），企業が持つ「規範(norms)や価値観（values）」 (O’Reilly and Chatman 1996)と定義される。

企業文化は非公式な明文化されていないルールであり，明文化されたルールを補完するものと位置づけ

られる（Guiso et al. 2015）。イノベーションには，既存の知識を土台にした不確実の小さい深化型と，

未知の領域の開拓を伴う不確実性の大きい探索型がある。両者の決定要因が異なることは先行研究（例

えば Acemoglu et al. 2022）で論じられてはいるが，企業文化が探索型イノベーションと深化型イノベ

ーションに影響を及ぼしているのか，また，どのように影響を及ぼすのかについては実証的な検証はほ

とんど行われていない。 

本稿では，Cameron et al. (2014)の Competing Values Framework (CVF)と呼ばれる分析枠組みに基

づき，独自の企業向け設問票調査から日本企業の企業文化を明らかにする。そして，CVF のどの企業文

化が探索型イノベーション，深化型イノベーションと関連しているのかを検証する。 

 
2. 先行研究 

先行研究では，企業文化がイノベーションに影響する可能性を指摘している。Graham et al. (2022)

は，北米企業の経営者向けの設問票調査を行い，企業文化が「創造性」や「リスクテイク」に影響する

と考えている経営者がそれぞれ全体の 57%, 41%いたと報告している。また，設問票調査から企業文化を

表す価値観の変数を作成し，創造性と正の相関がある価値観は「適応性（adaptability)」であり，負

の相関があるのは「結果志向(result-oriented)」であると報告している。Tian and Wang (2014)は，

失敗に対して寛容なベンチャーキャピタルが投資した企業は，イノベーションをより実現しているとの

実証結果を報告している。また彼らは，創業年数が長く，資本制約に直面しておらず，過去の投資の成

功確率の高いベンチャーキャピタルほど失敗に対して寛容であるという結果も報告している。企業にと

ってインパクトの大きいイベント（例えば合併など）によって企業文化が形成されやすいとの指摘（Li 

et al. 2021）があるが，Tian and Wang (2014)の結果も，失敗に対して寛容な企業文化が過去の経験

などによって内生的に変化することを示唆している。CVFで企業の価値観を特定した Fiordelisi et al. 

(2019)は，「創造」の価値観を持つ企業で特許の引用件数や企業価値が有意に高いことを見出している。 

本稿は Fiordelisi らと密接に関連しているが，どの企業文化が探索型イノベーション，深化型イノ

ベーションにそれぞれ適合しているのかを検証した点が異なる。 

 

3. 分析に用いるデータと主な変数 

本稿で主に用いたのは『研究開発マネジメントに関する実態調査』（以下，本調査と記す）の調査デ

ータである（委細は Haneda and Ono 2022 参照）。本調査は，日本企業の研究開発活動に関する組織マ

ネジメントの現状を明らかにすることを目的に，研究開発を実施する資本金１億円以上の民間企業 

3,456 社を対象に 2020 年 1～2 月に実施された。調査対象の産業分野（経済活動）は，製造業，情報

通信業，及び卸売業である。調査の参照期間は，一部の項目を除き 2018 年度の 1年間もしくは 2016 年

度～2018 年度までの 3 年間である。本稿では、本調査データを『2019 年 科学技術研究調査』（総務省

統計局）と接合した企業レベルのデータを分析サンプルとしている。なお、本調査の回答企業数は 611

                                                  
1
本稿は，科研費（基盤研究B：課題番号19H01488）の研究成果の一部である。本調査の実施に際して，科学技術・学術

政策研究所（NISTEP）に協力いただいた。また，本稿で用いた従業者数などのデータは，NISTEPの研究プロジェクトの一

環で入手した。本稿における見解は執筆者個人のものであり，所属する組織のものではない。 

 
2 連絡担当者：〒192-0393 東京都八王子市東中野742-1 中央大学商学部（E-Mail: shaneda@tamacc.chuo-u.ac.jp） 
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社であったが，欠損値等により，本稿の分析サンプルの企業数は最大で 600社である。 

本調査では，回答企業に対し，自社の企業文化を表す言葉を計 8語から最大 3語まで選択するよう求

めている。これらの言葉は，図表 1 に示す CVF の 4 つの価値観である「協働（collaborate）」，「管理

（control)」，「競争（compete)」，「創造（create)」を表している。4つの価値観は、企業文化の対内的

な側面と対外的な側面の 2つの軸に基づいている。例えば「協働」，「管理」はともに企業文化の対内的

な側面を表す言葉であるが，「協働」が社内での意思決定に関して柔軟性を志向しているのに対して，「管

理」は安定性を志向している。また，「競争」，「創造」はともに企業文化の対外的な側面を示す言葉だ

が，「競争」が市場競争や顧客からの支持を重視しているのに対し，「創造」はより多面的な優位性を志

向している。本調査の選択肢は，先行研究（例えば Cameron et al. 2014, 花枝ほか 2020）を参考に，

協働を表す言葉として“チームワーク”，“ボトムアップ”，管理を表す言葉として“リーダーシップ”，

“規則重視”，競争を表す言葉として“顧客第一”，“収益性”，創造を表す言葉として“市場インパクト”，

“創造性”の 8語とした。これらはいずれも肯定的にとらえられる言葉であるが，最大 3つしか選択で

きないという制約の下で互いの価値観が競い合うため，企業が相対的に重視する企業文化が顕在化する

と期待される。本稿では，企業文化の代理変数として，各選択肢が選ばれた場合に 1を，そうでない場

合に 0をとるダミー変数を用いる。 
Figure 1. The Competing Values Framework

Long-term change Individuality and flexibility Transformational
change

Culture Type: Clan Culture Type: Adhocracy
Orientation: Collaborate Orientation: Create
Leader type: Facilitator Leader type: Innovator

Mentor Entrepreneur
Team builder Visionary

Value drivers: Commitment Value drivers: Innovative outputs
Communication Transformation
Development Agility

Theory of
effectiveness

Human development and high
commitment produce effectiveness

Theory of
effectiveness

Innovativeness, vision, and constant
change produce effectiveness

Culture Type: Hierarchy Culture Type: Market
Orientation: Control Orientation: Compete
Leader type: Coordinator Leader type: Hard-driver

Monitor Competitor
Organizer Producer

Value drivers: Efficiency Value drivers: Market share
Timeliness Goal achievement
Consistency and uniformity Profitability

Theory of
effectiveness

Control and efficiency with capable
processes produce effectiveness

Theory of
effectiveness

Aggressively competing and customer
focus produce effectiveness

Incremental change Stability and control Fast change

Source: Cameron et al. (2014), Figure 3.1.

Internal
maintenance

External
positioning

 
図表 1. CVFによる企業文化の類型 

 

また，本調査では，過去 3年間（2016～2018年度）に新規性の異なる 2種類のプロダクト・イノベー

ションを導入したかどうかを尋ねている。1つ目は既存企業が提供していない新規または大幅に改良さ

れた新プロダクト（市場新規プロダクト）であり，2つ目は，自社にとっては新しいが，競合他社が既

に提供しているプロダクトと同じか類似のプロダクト（非市場新規プロダクト）である。これらのプロ

ダクト・イノベーションの定義は，OECDのオスロマニュアル 2018に基づいている。本稿では Doran and 

Ryan(2014)に倣い，市場新規プロダクトを導入した企業は探索型イノベーションを追求し，非市場新規

プロダクトを導入した企業は深化型イノベーションを追求したと仮定し，各プロダクトの実現の有無を

表すダミー変数（実現した場合に 1、そうでない場合に 0をとる）を用いる。ただし，市場新規プロダ

クトと非市場新規プロダクトの両方を導入する企業も存在するため（両プロダクトを導入した企業割合

は全サンプルの 22.4%），両プロダクトは相互に排他的ではないことに留意されたい。 

さらに，企業特性，産業特性のコントロール変数として，総従業者数，総売上高に占める研究開発投

資額の割合，従業者数に占める研究開発者の割合，進行中のプロジェクト数，国際技術交流の有無，産

業ダミーも分析に含めている。 

 サンプルの記述統計は図表 2に記す通りである。企業文化を表す 8つの選択肢に着目すると、サンプ

ル全体で回答割合が高いのは，順に，“顧客第一”（72.4%）,“収益性”（45.0%），“チームワーク”(36.0%)，
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“創造性”（29.9%）であった。上位 2つはともに「競争」を表す価値観であり，日本では競争を重視す

る企業が多い。 
Obs. Mean s.d. Min Max

従属変数
プロダクト・イノベーションの実現

市場新規プロダクト 607 0.32 0.47 0.00 1.00
非市場新規プロダクト 607 0.45 0.50 0.00 1.00

主要な説明変数
企業文化
協働（collaborate)

チームワーク 609 0.36 0.48 0.00 1.00
ボトムアップ 609 0.09 0.28 0.00 1.00

管理（control）
リーダーシップ 609 0.13 0.33 0.00 1.00
規則重視 609 0.20 0.40 0.00 1.00

競争（compete）
顧客第一 609 0.72 0.45 0.00 1.00
収益性 609 0.45 0.50 0.00 1.00

創造（creativity）
市場インパクト 609 0.17 0.37 0.00 1.00
創造性 609 0.30 0.46 0.00 1.00

コントロール変数
総売上高に占める研究開発費の割合(%) 610 3.84 8.67 0.00 62.70
総従業者数（対数） 611 5.74 1.32 1.39 9.82
従業者数に占める研究開発者の割合(%) 611 9.16 12.05 0.00 92.73
プロジェクト数 600 22.15 52.11 0.00 382.00
国際技術交流 611 0.22 0.42 0.00 1.00 

総売上高に占める研究開発費の割合、プロジェクト数は上下 1%を winsorizedしている。 

 

図表 2. 記述統計 

 

4. 分析結果 

本稿では，市場新規プロダクト，非市場新規プロダクトの実現を従属変数とする二変量プロビットモ

デルによる推定を行う。推定結果は図表 3に示している。尤度比検定の結果，両プロダクト・イノベー

ションの相関がゼロであるという帰無仮説は棄却された。ρ(図表の Rho)がゼロであるという帰無仮説

は棄却され，二変量プロビットモデルの採用が適切であることが読み取れる。 

 推定結果から以下が判明した。まず，“市場インパクト”と“創造性”は、市場新規プロダクトと正

で有意な相関があるが，非市場新規プロダクトとは有意な相関は認められない。これは，創造志向の企

業文化は探索型イノベーションを促すが，深化型イノベーションには影響しないことを示唆している。 

“市場インパクト”と“創造性”の市場新規プロダクトに対する限界効果は，それぞれ 13.0%, 14.1%

であり，市場新規プロダクトの平均実現確率が 32.0%であることを踏まえると，創造志向の企業文化が

市場新規プロダクトに与えるインパクトは大きいと言える。次に，協働志向の企業文化である“ボトム

アップ”は非市場新規プロダクトに正で有意な相関がある。この限界効果は 0.149 であり，“ボトムア

ップ”を自社の価値観とする企業では，非市場新規プロダクトの実現確率が約 15.0%改善することを意

味する。以上の結果は，探索型イノベーションと深化型イノベーションを促す企業文化が異なることを

示唆している。ただし，「協働」を表すもう一つの言葉“チームワーク”は，非市場新規プロダクトと

の相関はなかった。 

 

5. おわりに 

本稿は，独自の企業調査を用いて，企業文化とプロダクト・イノベーションの関連を検証した。推定

結果から，創造志向の企業文化は探索型イノベーションと正の相関があることがわかった。一方，協働

志向の企業文化は，その価値観を表す言葉によって統計的な有意性は異なるが，深化型イノベーション

と正の相関があった。推定結果は必ずしも因果関係を意味するものではないが，どのような企業文化が

イノベーションを促すかは，企業の追求するイノベーションのタイプ（探索型か深化型か）によって異

なることを示唆している。 

最後に本稿の限界について述べる。第一に，企業文化に影響する他の要因（多様性，経営者の権限の

強さなど）によって結果がドライブされている可能性がある。第二に，企業文化がイノベーションに影
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響する経路（資金調達など）について考察をしていない。第三に，日本のデータを用いた本稿の結果が

他の国に当てはまるかは不明であり，外的妥当性を確認するためにはクロスカントリーデータを利用し，

企業文化と国の文化を識別した推定を行う必要がある。これらの課題は今後の研究に委ねたい。 

 

Coeff s.e. dy/dx Coeff s.e. dy/dx

チームワーク 0.025 0.123 0.008 0.065 0.120 0.024
ボトムアップ 0.056 0.199 0.019 0.414 ** 0.197 0.149
リーダーシップ 0.065 0.173 0.022 0.123 0.168 0.045
規則重視 0.173 0.146 0.059 0.123 0.143 0.045
顧客第一 0.171 0.129 0.058 0.165 0.126 0.060
収益性 0.102 0.117 0.035 -0.026 0.114 -0.010
市場インパクト 0.380 ** 0.152 0.130 0.043 0.153 0.015
創造性 0.413 *** 0.130 0.141 -0.014 0.129 -0.005
総従業者数 0.060 0.052 0.020 0.156 *** 0.052 0.056

総売上高に占める研究開発費の割合 -0.002 0.009 -0.001 -0.024 ** 0.009 -0.009

従業者数に占める研究開発者の割合 0.005 0.007 0.002 0.020 *** 0.007 0.007
プロジェクト数 0.002 * 0.001 0.001 0.003 ** 0.001 0.001
国際技術交流 0.116 0.142 0.040 0.260 * 0.140 0.094
産業ダミー
観測数 595
Log likelihood -697.884
Wald Chi^2 83.470 ***
Rho 0.549 ***

市場新規プロダクト 非市場新規プロダクト

YES

 
表の Coeff. は推定係数，s.e. は標準誤差，dy/dx は限界効果を表す。***, **, *はそれぞれ%, 5%, 10%の水準での統計的有意性を表す。 

 
図表 3. 企業文化が市場新規プロダクト，非市場新規プロダクトの実現に及ぼす影響 
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